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｢『元気な大阪』をめざす政策推進ビジョン（案）｣を取りまとめました 

 

 このたび、「『元気な大阪』をめざす政策推進ビジョン(案)」を取りまとめました

のでお知らせします。 

 このビジョン(案)は、昨年 10 月、策定途上の段階で公表したものをもとに、市会

でのご議論や市民の皆さんをはじめとする各方面からのご意見、総合計画審議会専

門部会におけるご議論などを参考に、政策分野ごとにめざす目標や具体的事業、実

施計画などを記載したものです。 

このビジョン(案)は、今後、さらに市会等でご議論いただいたうえ、年度末に確

定する予定です。 

 



 
 
 

｢元気な大阪｣をめざす政策推進ビジョン（案） 

 

概要版 

 



「元気な大阪」をめざす政策推進ビジョン（案）  概要版 

「『元気な大阪』をめざす政策推進ビジョン」（案）の全体像

  

 
 
 
 
 
 
 
 

基本的な考え方 

○「『元気な大阪』をめざす政策推進ビジョン」は 

  大阪市基本構想の理念に基づき、これからの大阪市がめざすまちの姿と施策の方向性や具体的な事業展開、

まちづくりを進めるにあたって重視する視点など、市政運営に関わる基本的な考え方をまとめたもの 

○めざすまちの姿：大都市、そしていちばん住みたいまちへ 

○市政運営の基本：『市民の皆さんと一緒になって』大阪を元気にしていく 

⇒ 『「協働」をムーブメントに高めていく』ことをビジョン全体を貫く基本的な考え方とする 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1章 元気アップ推進事業計画 

○基本的な考え方 

「行政は、市民・企業等の皆さんの主体的な活動を支援する」

視点を重視し、人や企業等が創造力を発揮し、新たな魅力や

価値を生み出すことができる環境を整えることに重点をおく

○協働のための仕組みづくり 

○暮らしやすいまちをめざす取組み 

■地域防犯対策：街頭犯罪発生件数ワースト１の返上 

■放置自転車対策：放置自転車台数ワースト１の返上 

■ごみ減量：おおさか“もったいない”宣言 

○元気アップをめざした各分野での取組み 

■経済力アップ 

大阪の「『売り』づくり力」を伸ばす 

「課題解決型ものづくり都市」を実現する 

元気な企業の裾野を広げる 

■文化・観光力アップ 

身近な地域の文化を発見し、育て、大阪の魅力を高める

大阪ならではの多彩な魅力を楽しめるモデルゾーンを創出する

■こどもの生きる力アップ 

こどもたちの「生きる力」の基礎づくりを支援する 

こどもたちのさまざまな個性と才能を見つけ、伸ばす 

学校の教育力をアップし、「元気な学校」をつくる 

■安全・快適な暮らし力アップ 

「安全・快適なまち」を市民の皆さんとともに実現する

身近な取組みを通じて地球温暖化・ヒートアイランド対策を進める

地域特性に応じた防災まちづくりを推進する 

序章 協働をまちのムーブメントに 

○ 行政主体・行政主導による取組みから、ともに考え、ともに取り組む市民との「協働」へ移行 
○ 「協働」をまちのムーブメントへと高めることで、「協働」による市民の力を地域の力とし、『市民の皆さんと一緒にな

って』大阪を元気なまちにする 

○ 取組みの視点 

地域活動の支援、地域活動の担い手となる人材の発掘 
市民が幅広く地域活動に参画していく仕組みづくりと地域活動団体、ＮＰＯ、企業等の連携のよりいっそうの推進 
区役所を「協働」と市民との情報の受発信の拠点とし、地域ニーズに応じた事業展開を行えるよう、区政改革を推進

市民の皆さんとの直接対話の場の充実、様々な広報媒体を活用した双方向の情報交流、効果的な情報発信 

第 2章 今後のまちづくりの方向性 

○基本的な考え方 

「文化」「環境」を基盤としながら、豊かな個性を活

かした特色ある地域が連なる都市としての魅力と、機

能性や利便性など大都市としての魅力を兼ね備えた、

大阪ならではの多彩で厚みのある都市づくりを進める

 

○都市空間の形成 

 

○都市の構造等について 

南北・東西の都市軸を骨格とする都市構造を新し

いまちづくりの土台とし、都市機能を充実 

 

○土地利用の考え方と主な取組み例 

■都心機能整備エリア（大阪駅北地区、中之島地区、

梅田～中之島～難波・湊町、御堂筋など） 

質の高い暮らしや多様な魅力を体感できるエリア

が連なる広がりと厚みを持つ都心への再生 

■臨海機能整備エリア（夢洲先行開発地区、咲洲コ

スモスクエア地区、在来臨海部） 

南・東アジアとの交流交易拠点として、高付加価

値ものづくり産業の発展を支えるまちづくり 

■住環境整備エリア 

市民・企業等と協働した魅力ある居住地の形成や

地域コミュニティの再生、防災性の向上と、地域

の産業力を活かした住工共存型のまちづくり 

■エリアを越えた市域全般での取組み 

「文化」「環境」を基軸とした各種の取組みを展開
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「協働」をまちのムーブメントへと高めることで、「協働」による市民の力を地域の力とし、『市民の皆さんと一緒になって』大阪を元気なまちにしていきます。 

 

 

 
 

協働をまちのムーブメントに 

＜「協働」の背景と現状＞ 

 
 
 

260 万人を超える市民が暮らす大都市「大阪」 

特性や課題の異なる地域への対応が必要となっている 

地方分権改革の推進 「住民に近いところで行われる決定ほど望ましい」 

（課題） 

・ 行政による一律的な施策だけでは実情に応じたきめ細かな対応は困難 

・ 地域のことは地域が自らの意思と責任をもって決定、地域の特性に応じたまちづくり 

 

急速に進む少子・高齢化、人口減少 

これまでの右肩上がりの成長を前提とした社会が大きく変わろうとしている 

核家族化・情報化の進展などによる価値観や生活様式の多様化により地域課題も複雑・多様化 

（課題） 

・ 市民相互の連帯意識の希薄化 

・ 地域活動の担い手の後継者不足 

・ コミュニティの活性化                 

市民主導のまちづくりの伝統 

高い自治意識による市民主導のまちづくり       （例）市民の皆さんの手によってつくられた市街地、運河、橋梁、学塾など      

現在でも、地域で活動されている団体が中心となって地域に根ざしたまちづくり活動を展開、市民パワーが地域活動の推進力 

 
 
限られた資源を効率的に活用し、大阪を元気にしていくためには、これまで行政が主体となって提供していたサービスについても、多様な角度から提供のあり方を検討することが必要。 
今後は、これまでの行政主体、行政主導による取組みから、ともに考え、ともに取り組む市民との「協働」へと移行することが必要。 
 
 そのために 
  地域活動の支援や活動の担い手となる人材の発掘、市民が幅広く地域活動に参画する仕組みづくり、地域活動団体、NPO、企業等の連携のよりいっそうの推進 

区役所が、地域課題の解決に一緒に取り組む｢協働｣の拠点、情報を積極的に提供し、皆さんの声を広く聴く情報の受発信の拠点となって、地域ニーズに応じた事業展開を行えるよう、区政改革を推進 
「協働」の輪を広げるため、市民の皆さんと直接対話する場を充実するとともに、様々な広報媒体を活用した双方向の情報交流、効果的な情報発信などを展開 

取組みの視点と方針 

（協働のための仕組みづくり） 

 
 
○ 協働の基本ルールの確立 

・ 「（仮称）大阪市地域活性化基本方針」と 
「(仮称)NPO と行政との協働の推進指針」の策定 

・ 協働の推進に向けた全庁的な体制の確立 
・ 研修を通じた職員の協働に対する意識の向上 
・ さまざまな分野での活動支援や協働の取組みの推進 

協働の推進体制の確立  
 
○ 地域貢献活動の支援 

・ 大阪市地域貢献活動マッチングシステムによる 

地域貢献活動の支援 

・ CSR セミナーや意見交換会を通じた交流の促進 

・ 地域貢献活動の情報発信 

 

○ 地域とＮＰＯ等との交流・協働の促進 

・ 地域・ボランティア・ＮＰＯ等の皆さんが特性や専門性を活

かし事業を企画・実施、ラジオ番組やホームページで発信 

参加・交流のための仕組みづくり  
 
○ 市民協働推進キャンペーンの実施 

・ メディアと連動したイベントやＰＲ活動を通じて、市民の皆

さんと行政が一緒になって取り組むことの重要性や活動内容

に関する情報を広く発信 
 
○ 地域ＳＮＳの活用 

・ 地域ＳＮＳを活用し、地域課題に関する意見交換や情報発

信・交流の場を提供 
 

協働を広げる情報発信の推進 
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市民・事業者の皆さんとともに、ごみ減量・リサイクルの取

組みを、よりいっそう積極的に推進し、平成 23 年度までにご

み処理量を 130 万トンに減らすことをめざします。 
 
 

ごみ処理量 
平成 19 年度       平成 23 年度 

147.6 万トン   ⇒   130 万トン 

  
○ごみ減量・リサイクルの実践に向けた働きかけ 

・（仮称）ごみ減量市民フォーラム等の開催 

・事業者と「ごみ減量の取組みに関する協定」を締結 

 

○資源集団回収活動の活性化 

・新たな集団回収方式をモデル的に実施 

・資源集団回収団体への奨励金を、回収量に応じて段階的に引き

上げ 

 

○紙パック・乾電池などの拠点回収場所の拡大・情報提供 

・スーパーマーケットなどの民間施設や本市公共施設にも回収場

所を設置 

・「リサイクルマップ」を全戸に配布 

 

○排出事業者と協働した事業系廃棄物の適正区分・適正処理の

推進 

・焼却工場への搬入物のチェック強化 

ごみ減量 ～おおさか“もったいない”宣言～ 
 
 
 

市民・事業者の皆さんとの協働の手法を活用して、駅周辺の

放置自転車台数を約 25,000 台に減らすことを目標にして、「放

置自転車台数ワースト１」の返上をめざします。 
さらに、大阪の顔であるキタ、ミナミをモデル地区として、

放置自転車対策に取り組みます。 

駅周辺の放置自転車台数 
平成 19 年度       平成 23 年度 

50,371 台   ⇒   約 25,000 台 

 
○市民協働型自転車対策事業「トライアルプラン」の拡大 

・区役所が事務局となって、市民、警察、鉄道事業者、関係行政

機関などが参画する協議会を設置し、放置自転車問題の解決に

向けた有効な対策を検討・実施 

 

○キタ、ミナミの重点的な取り組み 

・大阪市と地元商店会等が「自転車まちづくり地域協定」を締結

・民営化方式でキタとミナミに約 2,800 台分の駐輪場を整備 

・自転車放置禁止区域を面的に拡大し、放置自転車撤去も強化 

                   （平成 20 年度の 5倍）

 

○キタ、ミナミ以外の市内全域での放置自転車対策の強化 

・駐輪場の整備を行い、放置自転車の撤去回数を増強 

                 （平成 20 年度の 1.3 倍） 

放置自転車対策 ～放置自転車台数ワースト１の返上～

暮らしやすいまちをめざす取組み 

 
 
 
誰もが安全で安心して暮らせるまちにするために、防犯に対

する市民の皆さんの気運を盛り上げ、街頭犯罪の発生件数を約

27,000 件に減らすことを目標にして、「街頭犯罪の発生件数

ワースト１」の返上をめざします。 
 

街頭犯罪発生件数 
平成 19 年       平成 23 年 

44,205 件   ⇒   約 27,000 件 

 
○犯罪を発生させないための取組み 

・青色防犯パトロールを強化 

・防犯カメラ等の設置 

・モデル区における活動拠点の提供など自主防犯ボランティア 

活動への支援 

・犯罪抑制に配慮した公園整備を推進 

・生活道路等において照明灯を増設 

 

○少年非行をなくすための取組み 

・夜間巡回活動や有害図書類の販売にかかる事業者への啓発活動

の拡大 

 

○犯罪被害に遭わないための取組み 

・安全なまちづくりのための啓発キャンペーン等の実施 

・こども安全メールの配信時間の拡大（24 時間 365 日） 

 

※ モデル区（東淀川区、東住吉区、平野区）では、警察官 OB による防犯

サポータを配置し、重点的に各種防犯施策を展開 

地域防犯対策 ～街頭犯罪発生件数ワースト１の返上～ 
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成長への強い意欲を持つ大阪のものづくり企業が、厳しい経済情

勢のもとでも高い技術力や課題解決力を発揮できるよう、ニーズに

応じたきめ細かな支援を実施します。 

そうすることで、新たな製品開発や海外も視野に入れた多彩なビ

ジネスが展開される、企業が元気なまち大阪をめざします。 

 
 

 
 

○ 顧客ニーズに基づいた戦略的マーケティングの支援 

・ 製品開発の段階から顧客のニーズや市場動向を見据えた「『売り』づくり」を専門的に支援する 

「売りづくりセンター(仮称)」を立ち上げ、「『売り』づくり」の視点からの製品開発・海外販路開拓

を支援 

 目標  販路開拓につながる相談件数（年間）  100 件 

        商談件数（海外見本市代理出展企業 1 社あたり）  16 件 

        成約見込件数（出展 1 年後 1 社あたり）  2 件  

    

・ 大阪産業創造館で、刻々と変化する社会情勢やニーズに合わせた各種マッチング事業等を展開 

 目標  マッチング件数（年間）  800 件 

 

○ 中堅企業・中小企業連携を通じた課題解決型ものづくりの推進 

・ 中小企業とネットワークを構築し、互いの強みを活かすことで業績を伸ばしている中堅企業を核

とした大阪のものづくり活性化策を検討し、中堅企業・中小企業支援策を充実 

 目標  中堅企業を核とした支援事業の構築 

 
・ 中堅企業・中小企業が、顧客の抱える課題や市場でのニーズへの対応をめざし共同で実施する「課

題解決型」の研究開発を支援し、企業間ネットワークを構築 
 目標  支援事業を通じて創出された課題解決力の高い企業群（累計）  2 グループ 

 
・ 工業研究所の技術支援サービスを強化、中小企業の技術的な諸課題に対する総合的な支援を充実 

 目標  製品化支援（年間）  5 件以上 

 

 

○ 地域の企業のニーズに応じたものづくり支援機能の充実 

・ 経済局、大阪産業創造館、大阪市立工業研究所が持つ企業支援のノウハウや専門知識を活かし、地域の拠点である区役所・経済団体等とも連携しながら、地域の企業ニーズに応じたさまざまな事業を身近な

ところで展開 

 目標  区内総生産に占める製造業シェアが約 3 割を占める区のうち 4 区以上で、関係機関が連携し、地域に応じたものづくり支援策を実施 

対応方針１グローバル化に対応できる大阪の「『売り』づくり力」を伸ばします 対応方針２大阪の技術力を活かし、「課題解決型ものづくり都市」を実現します 

対応方針３元気な企業の裾野を広げます 

元気アップ指標 

企業が技術力や課題解決力を向上し、顧客ニーズに対応した製品開発等へその力を発揮することが、より多くの価値を生み出

すものづくりにつながっている 

製造品出荷額等に占める付加価値額の割合（23 年） 東京都区部や主要都市の中で最も高い水準を確保 

 

ものづくりへの支援が、社会情勢の変化や企業ニーズに対応した、利用者にとって満足する内容になっている 

    売りづくりセンター（仮称）及び大阪産業創造館のものづくり支援事業に対する満足度（23 年度）  90％以上 

 

技術力や課題解決力をより高め、顧客の個別のニーズに応じたものづくりを進めようと試みる企業が増加している 

    新たに工業研究所を利用した企業数（21～23 年度） 累計 50 社以上 

（対応方針と主な取組み） 

「『売り』づくり」が大阪経済の元気を高めます  ～ 経済力アップ ～ 
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○ 地域資源の再発見・活用と魅力の発信 

・ 「大阪コミュニティ・ツーリズム推進連絡協議会」に参画し、ボランティアやＮＰＯ

等の皆さんが地域魅力の再発見を通じてまちに対する愛着を深め、さらに自らガイドと

なって観光客の皆さんをもてなし交流を進める市民協働型「まちあるき」事業を支援 

（ビジネス化を含めた運営面でのアドバイス、一元的な情報発信、モデルツアーの実

施など） 

 目標  市民・ＮＰＯ団体等が主体となったまちあるき事業 

3０0 コース 

      旅行事業者等による商品化に向けたモデル事業 

（21～23 年度累計） モデルツアー 42 コース 

            体験型イベント  36 回 

          

 

 
 

 
 
○ 「海の御堂筋」を構成するエリアにおける水辺を意識したまちづくり 

・ 安治川沿いや中之島周辺で魅力あるリバーフロントの形成に向けた指針策定、難波橋～湊橋の土佐堀川左岸(南側)

護岸の緑化  

◆ 目標  「魅力あるリバーフロント形成指針」の策定とまちづくりの誘導 

・ 都心と海を結ぶ川沿いの区や海に面した区で、市民の皆さんとともに地域の資源や特性を活かした多種多彩なイベ

ントを開催、舟運でつなぎ水都の魅力を一体的に発信  

◆ 目標  市民協働・官民連携によるイベント・舟運の実施 

・ 都市型としては日本最大（２万人）規模のウォーキングイベント「（仮称）大阪ウォーク」を開催、「海の御堂筋」

を歩くコースなど多くのコースメニューを設定、まちの魅力を発信 

○ 中之島エリアにおける「水辺の文化都心」の形成 

・ ストリートミュージシャンや大道芸のパフォーマーにライセンスを与え、中之島エリアの公園などの指定場所での

活動機会を提供 

 目標  活動指定場所での活動件数（年間）  80 件 

・ 中之島公園の再整備や中之島ガーデンブリッジのライトアップ、協働による清掃や花壇などの維持管理などによる

にぎわい・ふれあい空間の創出 

・ 「水都大阪 2009」「OSAKA 光のルネサンス」での中之島・水都大阪の魅力の発信 

 目標  定期的に水都の魅力向上に向けた活動をしている協働の取組み組織  4 団体 

・ 近代美術館の整備に向けた検討 

○ 大阪城エリアにおける歴史・文化を活かした魅力の向上  

・ もと市立博物館の民間活力を導入した活用を検討 
・ 「大阪城 城灯りの景」の実施など歴史的文化的資源を活用した都市魅力の創出、大道芸のパフォーマーなどへの

活動機会の提供、エッゲンベルグ城(オーストリア)との友好城郭提携を契機とした国内外への魅力発信 
 目標  大阪城天守閣入場者数（年間）  140 万人 

対応方針１身近な地域の文化を発見し、育て、大阪の魅力を高めます 対応方針２大阪ならではの多彩な魅力を楽しめるモデルゾーンを創出します 

（対応方針と主な取組み） 

 
 
市民の皆さんとともに、身近な地域の資源を再認識・再発見し、

新たな文化を生み出すことで、地域の魅力を高めます。 

また、世界に誇る歴史や文化資源を活かした大阪ならではの文

化・観光の魅力づくりに取り組み、それらを効果的に発信すること

によって、観光の振興につなげます。 

 
 

元気アップ指標 

国内外から多くの観光客が訪れ、にぎわう大阪が実現している 

延べ宿泊者数（23 年）  1,600 万人  外国人延べ宿泊者数（23 年）  250 万人 

 

市民の皆さんが中心となった身近な地域の魅力を活用した取組みが広がっている・そのような取組みに関心を示す人が増えている 

    市民の皆さんと協働して実施するまちあるきのコース数・参加者数（23 年度）  300 コース・18,000 人 

 

「海の御堂筋」の魅力が高まり、訪れる人が増えている 

『海の御堂筋』を構成する中之島・大阪城エリアの主な文化施設の入場者数（23 年度）  260 万人 

地域の魅力を発掘し、大都市大阪の魅力を磨きます ～ 文化・観光力アップ ～ 
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（対応方針と主な取組み） 

 
 
○ こどもの成長過程に応じた「生きる力」を育てる環境づくり 

・ 出産直後の時期の保健師・助産師による全家庭への訪問や乳幼児健診等の機会を活用した子育て関連情報の提供や子

育て支援事業への参加促進などを通じて保護者の不安感を軽減 

 目標  子育てに不安感、負担感を感じる人の割合（23 年度）  40％ 

・ 就学前のこどもたちが「生きる力の基礎」を身につけることができるよう、保育所・幼稚園・在宅子育て機関への「な

にわっ子わくわく未来プログラム」の研修や、家庭への情報提供を実施 

 目標  全ての保育所、幼稚園、在宅子育て支援機関でプログラムを活用（22 年度） 

   

○ 学ぶ意欲をはぐくみ、一人ひとりの確かな学力を確実に伸ばす指導の充実 

・ 習熟度別少人数授業を小学校３～6 年生及び中学校１～3 年生に拡充し、一人ひとりの児童生徒に応じた指導を充実 

・ 全小学校で放課後に週 2 回、低・中・高学年ごとに「ステップアップタイム」を設定、指導員を配置し児童の自主学

習を支援 

 目標  授業がよくわかると答えた児童・生徒の割合、児童・生徒は熱意を持って勉強していると答える 

学校の割合、知識に関する問題の正答率が 8 割以上のこどもの割合  全国平均以上 

無解答の割合、知識の活用に関する問題の正答率が 3 割以下のこどもの割合  全国平均以下 

 
 
○ 教員の授業力アップに向けた支援 

・ 全小中学校に経験豊富な退職校長を、モデル校には大学教授、有識者などを派遣、

校内研修の支援や授業力向上のための研修等を実施 
 目標  教育センターが実施する全ての研修において、学校での実践に 

役に立つと答える受講者の割合  80％ 

    授業がよくわかると答えた児童・生徒の割合、児童・生徒は熱

 意を持って勉強していると答える学校の割合、知識に関する問

題の正答率が 8 割以上のこどもの割合  全国平均以上 

無解答の割合、知識の活用に関する問題の正答率が 3 割以下の

こどもの割合  全国平均以下 

 

○ 学校を支援する地域の仕組みづくり 

・ 中学校区を単位として、学校、家庭や地域が連携して学校教育を充実する「学校元

気アップ地域本部（仮称）」を構築、地域の力を活かした学校支援の取組みを推進  

 目標  学校元気アップ地域本部（仮称）  88 中学校区で実施 

      （平成 24 年度には全中学校区で実施）   

      中学校の教育活動へ参加したボランティア数  2,800 人  

       
○ 社会総がかりでこどもをはぐくむ取組みへの支援 

・ こどもたちを社会全体ではぐくむために、家庭、学校、地域、企業が取り組むべ

き行動指針の策定とウェブサイトでの優れた取組みの情報発信 
 目標  行動指針に賛同し、こどもをはぐくむ取組みを実施する団体・ 

企業等の数  900 団体 200 社 

      

対応方針１こどもたちの「生きる力」の基礎づくりを支援します 対応方針３学校の教育力をアップし、「元気な学校」をつくります 

 
○ 大都市・大阪ならではの多様な資源の集積を活かしたプログラムの実施 

・ 市内の公立・民間の教育・学習関連施設の協力を得て、夏休みに市内在住の小学校 4 年生～中学校 3 年生を対象とし

た多彩な体験プログラムを提供 
・ 小・中学生を対象にさまざまな分野でこどもたちの才能の芽を見つけて育てる体験プログラムを企業等と協働して充

実するほか、体験を通じて芽生えたこどもたちの個性や才能の芽を育て、開花させる仕組みを検討 
 目標  さらに学びたいと答えた参加者の割合  85％ 

対応方針２こどもたちのさまざまな個性と才能を見つけ、伸ばします 

 
 

大都市・大阪ならではの多様な資源の集積や地域コミュニティを活

かして、社会総がかりでこどもたちの学ぶ意欲を高め、さまざまな個

性や才能を伸ばし、将来の大阪の元気の源となる豊かな心と社会性を

持った人材を育てます。 

 

こどもの個性と才能を大阪のまち全体ではぐくみます ～ こどもの生きる力アップ ～ 

元気アップ指標 

大阪のこどもたちの豊かな心がはぐくまれている 

 

 

こどもたちが確かな学力を身につけている 

全国学力・学習状況調査の無解答率（設問ごとの無解答率の平均）（23 年度）  全国平均以下 

家庭や学校だけでなく、地域の人々や企業など大阪の社会全体でこどもをはぐくんでいる 

こどものはぐくみにかかる体験プログラムに、人材や技術、場所の提供などで協力した企業等の数（23年度）60社（団体）以上 

 

「人の気持ちがわかる人間になりたい」「将来の夢や目標を持っている」「自分によいところがある」と答えるこどもの

割合（23 年度）  それぞれ 95％  85％  80％ 
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（対応方針と主な取組み）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

環境・防災の分野では、暮らしの中での小さな取組みや支えあい

が大きな力を発揮します。 

そこで、環境・防災に関わるさまざまな活動を支援するとともに、

地域の特性に応じたモデル的な取組みを推進し、人々が安心して活

動できるまちをつくります。 

 
 

 

○ 災害時に互いに助け合えるまちづくりの推進 

・ 市内の地域特性に応じた活動モデルの策定など、地域の自助・共助の取組みを支援 
・ 地域防災リーダーの中から、自主防災活動の核となる区民防災コーチを養成 

 目標 モデルパターンを活用した自主防災活動を実践している組織数 累計 104 組織 

    区民防災コーチ 累計 150 人 

○ 帰宅困難者対応体制の構築 

・ 駅ターミナルとその周辺地区をモデルに、民間企業を主体とした地域での帰宅困難者対応

体制を構築、交通事業者等と連携した代替輸送計画を策定 
 目標 モデル地区における帰宅困難者への対応体制の構築 

○ 災害に強い都市基盤整備の推進 

・ アンダーパスに道路情報板や遠方監視装置を設置、冠水による事故を防止 

 目標 道路管理者による冠水発見率 100％ 

・ 区役所、消防署、学校園等の耐震化を実施 

 目標 災害対策施設等の耐震化率 平成 27 年度に 100％ 

 

 

○ クールアースデーにおけるＣＯ２削減行動の実施 

・ 御堂筋沿道及び中之島のライトアップ施設を有する事業所に、クールアースデー（7 月 7 日）に実施するライトダウンキャンペーン（広告塔などの照明の消灯）への参加を呼びかけ 

 目標  御堂筋沿道及び中之島の対象事業所でのキャンペーン実施日におけるライトアップ施設の電力使用量を 90％削減 

○ 「打ち水」活動の支援 

・ 「打ち水」活動に関するイベントの開催や、区民まつり等で下水の高度処理水やバケツ・ひしゃくなどを提供し、「打ち水」の実施を呼びかけ 

 目標 打ち水実施箇所 28 か所 

○ 種から育てる地域の花づくりの推進 

・ 地域の皆さんと職員が「地域・まちの住民」という同じ意識のもとで、種をまき、花苗を育て、その花を道路や公園、公共施設などに飾る取組みを推進 
 目標 ボランティアの参加 161 団体 約 5,800 人  花飾りを進めることによる迷惑駐輪、ごみ不法投棄などが減少した箇所  547 か所 

対応方針２：身近な取組みを通じて地球温暖化対策・ヒートアイランド対策を進めます 
対応方針３地域特性に応じた防災まちづくりを推進します 

対応方針１「安全・快適なまち」を市民の皆さんとともに実現します 

元気アップ指標 

日々の暮らしの中で一人ひとりが環境を意識した行動を進めることによって、環境への負荷が軽減している 

市域の温室効果ガス総排出量削減率（平成 2 年度対比の削減率）（23 年度）   10％ 

 

地域で暮らす人や働く人が災害時に互いに支えあう「共助」のまちづくりが進んでいる    

 地域における防災活動への参加者数（23 年度）  140,000 人 

 

一人ひとりが災害への備えを進めている 

家具等の転倒防止を実施している家庭の割合・非常持ち出し袋の準備をしている家庭の割合（23 年度）  それぞれ 80％ 

・ CO2 削減にかかる将来動向調査を実施し、地球温暖化対策にかかる新たな行動計画を策定 

 目標 太陽光発電補助制度を活用した発電出力  3,500kw 

○ 公共施設での植物の栽培によるヒートアイランド対策の推進 

・ 市民の皆さんとともに、サツマイモやゴーヤなど身近で親しみやすい植物を育て、ヒートアイ

ランド対策に取り組む気運を盛り上げ 

 目標 市民等の皆さんの屋上・壁面緑化への取組み意識  10％向上 

○ 「風の道」事業の推進 

・ 長堀通でモデル的に散水や緑化などを実施するほか、クールスポットとなる森を市民の皆さん

と協働でつくり、効果検証の上、「風の道」の実現に向けたビジョンを構築 

 目標 モデル事業実施に伴う快適性の向上  10％向上 

「風の道」ビジョンに基づく事業の実施 

 

 
 

○ 市民・事業者との協働による地球温暖化対策の推進 

・ 家庭や事業所への太陽光発電施設導入に助成 

対応方針２身近な取組みを通じて地球温暖化対策・ヒートアイランド対策を進めます 

環境に優しく災害に強いまちをみんなでつくります ～ 安全・快適な暮らし力アップ ～ 
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今後のまちづくりの方向性：１．基本的な考え方 

市民・ＮＰＯ・企業などの皆さんによるまちづくりと協働

豊かな個性を活かした特色ある地域が連なる都市としての魅力 機能性や利便性など大都市としての魅力 

「文化」・「環境」が基盤 

●水・緑のネットワークなどの環境資源を活かしたアメニテ

ィ豊かな空間形成と、低炭素社会に向けた持続可能な都市

環境づくり 
 
●地域が継承してきた歴史・文化資源を活用した個性溢れる

まちづくりや、大都市でしか味わえない多彩な文化・芸術

にふれられるまちづくり 

●地域の特色ある産業集積などを活かした活力ある地域づくり

と、人が集い、創造性を発揮して付加価値の高い産業・ビジ

ネス・文化を生み出す交流空間の形成 
 
●成長著しいアジアとの交流・交易機能の充実 

●豊かな暮らしを支える都市基盤施設の維持・更新や

高質化と、広域的な視点から、交通ネットワークの

充実についての関係者と協調した取組み 

【 都 市 空 間 の 形 成 に つ い て 】 

●都市再生緊急整備地域を中心に、経済・産業、文化、学

術など高度な都市機能をより充実させ、南北軸を強化 

【 都 市 の 構 造 等 に つ い て 】 

●東西軸は、京阪中之島線や阪神なんば線の完成などを活か

して強化を図るとともに、川筋などの水･緑のネットワーク

や文化・集客・歴史などの資源を活かして都心と臨海部を

つなぐ文化・環境軸として充実 

●臨海部は、都心部で高度な業務･商業機能等がより集

積する一方で、大阪湾岸部では生産機能が進展して

いることを踏まえ、物流機能を活かした高付加価値

ものづくりを支える広域的なネットワーク拠点とし

て機能を充実 

【中期的に取り組む都市空間づくりの方向性】 

大 阪 な ら で は の 多 彩 で 厚 み の あ る 都 市 づ く り 
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（１）都心機能整備エリア 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

今後のまちづくりの方向性：２．土地利用の考え方と主な取組み例 

（２）臨海機能整備エリア 
 

 

●夢洲地区 
・先行開発地区は、高付加

価値ものづくりや効率

的 な 物 流 を 支 え る 産

業・物流ゾーンとして、

効果的な誘致戦略など

により土地利用促進 
・将来開発地区は、大阪湾

岸地域の中長期の需要

に対応した段階的土地

利用 

●咲洲コスモスクエア地区 
・ものづくり企業等に対する商

談機能の強化を検討 
（インテックス大阪の機能・規

模・配置や、アジアとのビジ

ネス交流機能の強化を検討） 
・利用可能な用地への製品開発

型研究施設などの立地誘導 
（助成制度の充実） 
・Ｒ岸壁のフェリーターミナル

化推進、背後地の土地利用の

あり方の検討 
・交通利便性の向上につながる

取組み 
・歩車分離など歩行者環境の改

善や大型車の渋滞緩和に資す

る取組み（ペデストリアンデ

ッキの整備など） 

【在来臨海部】【南・東アジアとの交流・交易拠点】 

●比較的規模の大きな製

造業の事業所と住宅等

が混在してきた市街地 
・居住環境と操業環境の

両立を図りながら、生

産機能の維持・強化 

高付加価値ものづくり産業の発展を支えるまちづくり 

著しい経済成長

南・東アジアの 大阪の強みである 
高付加価値ものづくり

大阪湾でのアジア交易

が増大 

●中之島地区 
・歩いて楽しい空間づくり 
（中之島公園再整備、東西をネット

ワークする快適な歩行環境の整

備、光による魅力的な夜間景観の

創出など） 
・西部地区では、近代美術館の整備

に向けた検討を進めるとともに、

民間活力を導入した国際・情報・

文化ゾーンにふさわしい整備誘導 
・多様な文化が味わえる文化都心の

形成 
（公開空地等でのストリートミュー

ジシャン活動の推進など） 
●梅田～中之島～湊町 
・多様な文化・芸術を味わえるエリ

アづくり 
（中央郵便局の開発誘導、厚生年金

会館ホール機能の継承など） 
●御堂筋 
・世界に誇れる風格のあるシンボル

ストリートとしてさらに充実 
（快適な歩行環境づくり、淀屋橋・

本町地区の賑わい拠点づくり、イ

ベントの開催など） 

●成熟した市街地 

・地域の産業動向を踏ま

え、付加価値の高い創

造的産業を創出するエ

リアづくり（コンテン

ツ、ファッション、デ

ザインなど） 

（扇町・船場など） 

・HOPEゾーン事業な

ど、近代建築の活用

等、歴史・文化・自然

などの地域資源を活

かしたまちづくり 

（船場・空堀など） 

・個性溢れる界隈へと再

生し、魅力的な都心居

住など、質の高い暮ら

しが実現できる都心づ

くり 

（JR東海道線支線の地

下化など） 
・水・緑を活かし環境負

荷を低減した先駆的な

都市づくり 

●大阪駅北地区 
・関西圏の知識交流のハ

ブとして、次世代を担

う都市型産業・ビジネ

スを創出し続ける知的

創造拠点として誘導 
・都市基盤を充実 

広がりと厚みを持つ都心への再生 

質の高い暮らしや多様な魅力を体感できるエリアが連なる 

新たなビジネス・文化を創出 
する拠点づくり 
・国内外から多様な知識が 

交流･融合 

風格のあるエリアづくり 
・文化・芸術の集積や水・緑

の豊かな環境・景観を活用 

個性溢れる界隈づくり 
・歴史・文化・産業など地域

の特色ある資源を活用  
 

港湾、空港、高速道路ネッ

トワークなどの充実した都

市基盤

充実したアジア諸都市との

ネットワーク 
市内に残された広大な利用

可能な土地 



「元気な大阪」をめざす政策推進ビジョン（案）  概要版 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）住環境整備エリア 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

（４）エリアを越えた市域全般での取組み 

 

 

 

 

 

・周辺街区においては、

これらの公共的空間

と調和した建物等の

空間形成・利用 

・公園や水辺空間、公開

空地等の緑、オープン

スペースを活用した

魅力的な都市空間の

創出 

 

●「大阪パークフロント

まちづくり」 

（中央卸売市場での遊歩道

や舟運によるにぎわいづ

くり、安治川沿いのビジョ

ンづくり、川口地区での水

辺のまちづくりの誘導な

ど） 

●「海の御堂筋」構想 ～

御堂筋に匹敵する水を中心

とした東西方向のシンボル

軸の形成～ 

・近代大阪発展の歴史的ス

トックや文化・集客資源等

を活用した歴史・文化・環

境を基調にした海と都心

をつなげる新たなまちづ

くり ・東西方向の幹線道路な

どの緑化、道路・河川・

公園緑地のネットワー

ク化などによる「風の

道」づくり 

●「風の道」の展開 

・長堀通においてモデル

的に温度低減効果の

ある舗装の実施や中

央分離帯への高木植

栽の推進、市民の皆さ

んと協働して沿道の

公園における森づく

り 

「文化」「環境」を基軸としたエリアを越えた 

まちづくりのムーブメント 

水や緑のネットワークなどの環境資源を活用した空間形成の取組みなど、 

●安心して暮らせるまち

づくり 

・安全・安心な公園づくり

や、防犯パトロール活動

の支援などの市民協働

を基本とした各種防犯

施策の実施など 

 

●老朽住宅密集市街地に

おける防災性や住環境

の向上 

・まちかど広場や防災コミ

ュニティ道路の整備な

ど 

・狭あい道路等の拡幅や老

朽住宅等の建替え促進 

●住工等が共存した活力

のある大阪らしいまちづ

くり 

・住宅と中小製造業等の事

業所が混在する市街地

における、職住が近接し

地域の活力を支える事

業所と地域のコミュニ

ケーションの向上など 

●地域の持つ個性を活か

した住んでみたいと思う

良好な住宅地の形成 

・都市景観資源の発掘や、

町家などのまちなみ、商

店街、自然環境といった

地域資源を活かした自

主的なまちづくり活動

を支援する機能の充実

など 

 魅力ある居住地 

の形成 
  防災性・防犯性

の向上 

住工共存型の 

まちづくり 

市民・企業等と協働

地域が持つ歴史、文化、水･緑などの 
自然や都市景観などの資源 ものづくりなどの地域の産業力 

 

今後のまちづくりの方向性：２．土地利用の考え方と主な取組み例 
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